
 
2026 年 9 ⽉ 18 ⽇ 

各位 
会 社 名 応研株式会社 
（コード：６２０Ａ TOKYO PRO Market） 
代表者名 代表取締役 原⽥ 明治 
問合せ先 取締役管理部⻑ 江⼝ 健太郎 
T E L 092-715-2789 
U R L https://www.ohken.co.jp 

 

東京証券取引所 TOKYO PRO Market 上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 
当社は、本⽇、2026 年９⽉ 18 ⽇に東京証券取引所 TOKYO PRO Market に上場いたしました。

今後とも、⼀層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 
なお、当社の業績予想は次のとおりであり、また、最近の決算情報等につきましては別紙のとお

りであります。 
（単位：百万円、％） 

          決算期 
項⽬ 

2026 年 12 ⽉期（予想） 2025 年 12 ⽉期 
 構成⽐ 対前期増減率  構成⽐ 

売 上 ⾼ 6,337 100.0 104.1 6,089 100.0 
営 業 利 益 2,213 34.9 114.1 1,940 31.9 
経 常 利 益 2,213 34.9 113.8 1,944 31.9 
当 期 純 利 益 1,438 22.7 108.2 1,329 21.6 
1 株当たり当期純利益 312 円 74 銭 288 円 99 銭 
1 株 当 た り 配 当 ⾦ ― 87 円 60 銭 

（注）１．当社は、2026 年５⽉ 18 ⽇付で普通株式 1 株につき 10,000 株の株式分割を⾏っておりま
すが、2025 年 12 ⽉期の期⾸に当該株式分割が⾏われたと仮定して、1 株当たり当期純
利益と 1 株当たり配当⾦を算定しております。 

２．2026 年 12 ⽉期の１株当たり配当⾦については、未定のため記載しておりません。 
 
【2026 年 12 ⽉期業績予想の前提条件】 
（１）当社全体の⾒通し 

2026 年 12 ⽉期における当社を取り巻く事業環境は、企業の業務効率化や⽣産性向上、⼈⼿不⾜
への対応等を⽬的とした DX（デジタルトランスフォーメーション）投資が引き続き堅調に推移する
ものと⾒込まれます。特に、財務会計、⼈事・給与及び販売管理等の基幹業務においては、既存シス
テムの更新需要に加え、運⽤負担の軽減や多様な働き⽅への対応を背景として、クラウドサービス
への移⾏や業務の⾃動化、データ連携に対する需要が引き続き⾼まるものと考えられます。 



また、⽣成 AI をはじめとする AI 技術の普及により、⼊⼒作業の省⼒化やデータ分析、業務判断
の⽀援等への関⼼も⾼まっており、基幹業務システムに求められる機能やサービスは今後さらに⾼
度化・多様化していくことが予想されます。加えて、税制、社会保険制度、労働関係法令及び会計基
準等の改正への対応も継続的に求められることから、法令・制度変更に迅速に対応できる業務ソフ
トウェアやクラウドサービスに対する需要は底堅く推移するものと⾒込まれます。 

⼀⽅で、物価や⼈件費の上昇、IT ⼈材を中⼼とした⼈材獲得競争の激化、ソフトウェア開発やク
ラウドサービスに係る各種コストの上昇が継続することが想定されます。また、海外経済の動向、
地政学的リスク、為替・⾦利の変動等による景気の下振れリスクも存在しており、先⾏きについて
は依然として不透明な状況が続くものと予想されます。 

こうした状況のもと、現時点において当社が把握している情報を基に業績予想を算出いたしまし
た。しかし、こうした状況が将来にわたって経済にもたらす影響は不確実性が⾼く、修正の必要性
が⽣じた場合には、速やかに開⽰する予定であります。 
 
（２）業績予想の前提条件 
①売上⾼ 

クラウドサービス、オンプレミス製品他、保守サービスの商品区分ごとに業績予想を策定してお
ります。 

 
（クラウドサービス） 

引き続きオンプレミス運⽤からクラウドサービス利⽤へのシフトが進むものと⾒込んでおります。
また、新たなクラウドサービスである「スマート⼤⾂〈労務〉」「スマート⼤⾂〈勤怠〉」「スマート⼤
⾂〈販売ワークフロー〉」のサービス開始に加え、「スマート⼤⾂〈電⼦請求〉」の機能強化版をリリ
ースすることで、新規ユーザーの獲得を⾒込んでおります。 

この結果、クラウドサービスの売上⾼は 2,782 百万円（前期⽐ 25.7％増）を⾒込んでおります。 
 
（オンプレミス製品他） 

オンプレミス運⽤からクラウドサービス利⽤へのシフトが引き続き進むことから、オンプレミス
製品の新規需要は減少するものと⾒込んでおります。 

この結果、オンプレミス製品他の売上⾼は 1,715 百万円（前期⽐ 19.5％減）を⾒込んでおります。 
 
（保守サービス） 

オンプレミス製品のユーザーによる保守サービスの加⼊は、引き続き堅調に推移するものと⾒込
んでおります。 

この結果、保守サービスの売上⾼は 1,839 百万円（前期⽐ 5.5％増）を⾒込んでおります。 
 

以上の結果、売上⾼の合計は 6,337 百万円（前期⽐ 4.1％増）を⾒込んでおります。 
 
 



②売上原価・売上総利益 
オンプレミス運⽤からクラウドサービス利⽤へのシフト、新規のクラウドサービスのサービス開

始に伴って、原価（データセンターや OS 等のソフトウェアライセンスなど）の増加を⾒込んでお
ります。 

この結果、売上原価は 1,849 百万円（前期⽐ 2.5%増）、売上総利益は 4,487 百万円（前期⽐ 4.8％
増）を⾒込んでおります。 
 
③販売費及び⼀般管理費、営業利益 

販売費及び⼀般管理費は、過去の実績や、採⽤計画に伴う⼈件費の上昇、営業経費の削減等を考
慮して算出しております。 

この結果、販売費及び⼀般管理費は 2,274 百万円（前期⽐ 3.0%減）、営業利益は 2,213 百万円（前
期⽐ 14.1％増）を⾒込んでおります。 
 
④営業外損益、経常利益 

営業外収益につきましては、受取賃貸料は予算策定時には賃貸開始の⽬途がたっておらず、他に
現時点において発⽣を⾒込んでいる事項がないことから、予算には織り込んでおりません。 

また、営業外損益につきましては、⾦額的重要性が乏しいものと考えております。 
以上の結果、経常利益は 2,213 百万円（前期⽐ 13.8％増）を⾒込んでおります。 

 
⑤特別損益、当期純利益 

特別損益につきましては、固定資産の売却は予算策定時において想定していなかったため織り込
んでおりません。法⼈税等につきましては、税引前当期純利益に対して実効税率を勘案し算定して
おります。 

以上の結果、当期純利益は 1,438 百万円（前期⽐ 8.2％増）を⾒込んでおります。 
 

以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
（中間決算短信を添付） 
 

本開⽰資料は、投資者に対する情報提供を⽬的として将来の事業計画等を記載したものであっ
て、投資勧誘を⽬的としたものではありません。当社の事業計画に対する評価及び投資に関する
決定は、投資者ご⾃⾝の判断において⾏われるようお願いいたします。 
また、当社は、事業計画に関する業績⽬標その他の事項の実現・達成等に関しその蓋然性を如何
なる意味においても保証するものではなく、その実現・達成等に関して⼀切責任を負うものでは
ありません。 
本開⽰資料に記載されている将来に係わる⼀切の記述内容(事業計画に関する事業⽬標も含みま
すがそれに限られません。) は、現時点で⼊⼿可能な情報から得られた当社の判断に基づくもの
であり、将来の経済環境の変化等を含む事業計画の前提条件に変動が⽣じた場合その他多様な要
因の変化により、実際の事業の状態・業績等は影響を受けることが予想され、本開⽰資料の記載
内容と⼤きく異なる可能性があります。 
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（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年12月期中間期 2,929 ― 854 ― 850 ― 696 ―

2025年12月期中間期 ― ― ― ― ― ― ― ―

１株当たり
中間純利益

潜在株式調整後
１株当たり
中間純利益

円 銭 円 銭

2026年12月期中間期 151.34 ―

2025年12月期中間期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年12月期中間期 19,204 11,274 58.7

2025年12月期 18,798 10,980 58.4

（参考）自己資本 2026年12月期中間期 11,274百万円 2025年12月期 10,980百万円

年間配当金

中間 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭

2025年12月期 ― 876,000.00 876,000.00

2026年12月期 ―

2026年12月期（予想） ― ―

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,337 4.1 2,213 14.1 2,213 13.8 1,438 8.2 312.74

１．2026年12月期中間期の業績（2026年１月１日～2026年６月30日）

（注１）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
（注２）当社は、2026年５月18日付で普通株式１株につき10,000株の割合で株式分割を行っております。そのため、前事

業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純利益を算定しております。
（注３）当社は、2026年12月期中間期より中間財務諸表を作成しているため、2025年12月期中間期の数値及び2026年12月

期中間期の対前年中間期増減率については記載しておりません。

（２）財政状態

２．配当の状況

（注１）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

（注２）当社は、2026年５月18日付で普通株式１株につき10,000株の割合で株式分割を行っております。2025年12月期の

配当金につきましては、分割前の実際の金額を記載しております。また、2026年12月期の期末及び合計の配当金

額は未定であります。

３．2026年12月期の業績予想（2026年１月１日～2026年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年12月期中間期 4,830,000株 2025年12月期 4,830,000株

②  期末自己株式数 2026年12月期中間期 230,000株 2025年12月期 230,000株

③  期中平均株式数（中間期） 2026年12月期中間期 4,830,000株 2025年12月期中間期 ―株

※  注記事項

（１）中間財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料Ｐ．８「２．中間財務諸表及び主な注記（４）中間財務諸表に関する注記事項（中間財務諸表

の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

④  修正再表示                            ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、2026年５月18日付で普通株式１株につき10,000株の割合で株式分割を行いましたが、2025年12月期の
期首に当該株式分割が行われたと仮定して、2026年12月期中間期の期中平均株式数を算定しております。

※  中間決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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商品区分 金額（百万円）

クラウドサービス 1,250

オンプレミス製品他 812

保守サービス 866

合計 2,929

１．経営成績等の概況

（１）当中間期の経営成績の概況

当中間会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日まで）における我が国経済は、雇用・所得環境の改善や企

業の設備投資の堅調な推移を背景に、緩やかな回復基調が続きました。一方、物価上昇による個人消費への影響、

海外経済の動向、為替・金利の変動等により、先行きは不透明な状況が続いております。

当社が属する情報サービス産業においては、企業の業務効率化や生産性向上を目的としたデジタル化・DXへの投

資が引き続き堅調に推移しました。特に、クラウドサービスや業務システムの導入・更新需要が拡大するなど、企

業のIT投資は底堅く推移しております。一方、IT人材の不足や人件費の上昇、開発・運用コストの増加などが継続

しており、サービスの品質向上と生産性向上を両立することが重要な課題となっております。

このような環境のもと、当社は、基幹業務システム「大臣シリーズ」の機能強化及び販売促進に取り組むととも

に、今後の成長分野と位置付けるクラウドサービス「大臣クラウド」の拡販を推進いたしました。また、既存顧客

のクラウドサービスへの移行促進、新規顧客の開拓及び販売パートナーとの連携強化に注力するとともに、顧客ニ

ーズを踏まえた製品・サービスの機能強化に取り組み、収益基盤の拡大に努めてまいりました。

以上の結果、当中間会計期間の売上高は2,929百万円、営業利益は854百万円、経常利益は850百万円、中間純利

益は696百万円となりました。

当社は、ソフトウェア事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。商品区分別

の売上の内訳を示すと次のとおりです。

なお、当中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、前年同期との比較は行っておりません。

（２）当中間期の財政状態の概況

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当中間会計期間末における流動資産の残高は12,969百万円となり、前事業年度末に比べ569百万円増加いたしま

した。これは主に現金及び預金が921百万円増加した一方、売掛金、受取手形が274百万円減少したことによるもの

であります。固定資産は6,235百万円となり、前事業年度末に比べ162百万円減少いたしました。これは主に、賃貸

用不動産に移管した分を除き、建物が105百万円、土地が34百万円減少したことによるものであります。

この結果、資産合計は19,204百万円となり、前事業年度末に比べ406百万円増加いたしました。

（負債）

当中間会計期間末における流動負債は6,639百万円となり、前事業年度末に比べ48百万円増加いたしました。こ

れは主に契約負債が114百万円、賞与引当金が108百万円増加した一方、未払金が122百万円、預り金が60百万円減

少したことによるものであります。固定負債は1,291百万円となり、前事業年度末に比べ64百万円増加いたしまし

た。これは主に長期預り敷金が40百万円増加したことによるものであります。

この結果、負債合計は7,930百万円となり、前事業年度末に比べ113百万円増加いたしました。

（純資産）

当中間会計期間末における純資産は11,274百万円となり、前事業年度末に比べ293百万円増加いたしました。こ

れは主に繰越利益剰余金が252百万円、利益準備金が40百万円増加したことによるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は、前事業年度末に比べて

921百万円増加し、11,632百万円となりました。

当中間会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、1,040百万円となりました。

主なプラス要因は、税引前中間純利益1,000百万円、売上債権の減少274百万円、未収・未払消費税等の増減249

百万円であり、主なマイナス要因は、固定資産除売却損益136百万円、未払金の減少126百万円によるものでありま
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商品区分 金額（百万円）

クラウドサービス 2,782

オンプレミス製品他 1,715

保守サービス 1,839

合計 6,337

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、284百万円となりました。

主なプラス要因は、有形固定資産の売却による収入269百万円、預り敷金の受入による収入40百万円によるもの

であり、主なマイナス要因は有形固定資産の取得による支出23百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は402百万円となりました。これは配当金の支払額であります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

今後の見通しにつきましては、企業の業務効率化や生産性向上を目的としたDX（デジタルトランスフォーメーシ

ョン）投資やクラウドサービスへの需要が引き続き堅調に推移するものと見込まれます。また、人手不足を背景と

したIT投資や基幹業務システムの更新需要も底堅く推移することが期待されます。

一方で、物価や人件費の上昇、IT人材の不足に加え、海外経済の動向や為替・金利の変動など、先行きについて

は依然として不透明な状況が続くものと予想されます。

以上により、2026年12月期の通期業績予想につきましては、売上高 6,337百万円（前年同期比 4.1％増）、営業

利益 2,213百万円（前年同期比 14.1％増）、経常利益 2,213百万円（前年同期比 13.8％増）、当期純利益 1,438

百万円（前年同期比 8.2％増）を予想しております。

商品区分ごとの売上高の予想を示すと次のとおりであります。

上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今

後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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（単位：百万円）

前事業年度
（2025年12月31日）

当中間会計期間
（2026年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,710 11,632

受取手形 6 2

売掛金 1,275 1,004

商品 12 14

仕掛品 0 0

原材料及び貯蔵品 12 14

前払費用 260 299

未収消費税等 124 ―

その他 0 6

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 12,399 12,969

固定資産

有形固定資産

建物 (純額) 2,453 2,183

構築物 (純額) 49 28

機械及び装置 (純額) 10 9

車両運搬具 (純額) 3 7

工具、器具及び備品 (純額) 88 78

土地 3,481 3,113

有形固定資産合計 6,086 5,421

無形固定資産

ソフトウェア 18 16

その他 1 1

無形固定資産合計 20 17

投資その他の資産

繰延税金資産 243 243

投資不動産 ― 502

その他 47 50

投資その他の資産合計 291 796

固定資産合計 6,398 6,235

資産合計 18,798 19,204

２．中間財務諸表及び主な注記

（１）中間貸借対照表
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（単位：百万円）

前事業年度
（2025年12月31日）

当中間会計期間
（2026年６月30日）

負債の部

流動負債

買掛金 198 179

未払金 227 104

未払費用 123 101

未払法人税等 394 329

未払消費税等 ― 124

契約負債 5,490 5,605

前受金 ― 6

預り金 73 12

賞与引当金 49 157

役員賞与引当金 34 16

流動負債合計 6,591 6,639

固定負債

退職給付引当金 612 628

役員退職慰労引当金 613 622

長期預り敷金 ― 40

固定負債合計 1,226 1,291

負債合計 7,817 7,930

純資産の部

株主資本

資本金 1,000 1,000

利益剰余金

利益準備金 187 227

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 9,968 10,222

利益剰余金合計 10,156 10,450

自己株式 △175 △175

株主資本合計 10,980 11,274

純資産合計 10,980 11,274

負債純資産合計 18,798 19,204
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（単位：百万円）

当中間会計期間
（自　2026年１月１日

至　2026年６月30日）

売上高 2,929

売上原価 865

売上総利益 2,063

販売費及び一般管理費 1,208

営業利益 854

営業外収益

受取利息 4

受取賃貸料 9

その他 0

営業外収益合計 14

営業外費用

固定資産除却損 13

不動産賃貸費用 5

営業外費用合計 19

経常利益 850

特別利益

固定資産売却益 150

特別利益合計 150

税引前中間純利益 1,000

法人税、住民税及び事業税 304

中間純利益 696

（２）中間損益計算書
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（単位：百万円）

当中間会計期間
（自 2026年１月１日

至 2026年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 1,000

減価償却費 64

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 108

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △17

退職給付引当金の増減額（△は減少） 16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8

受取利息 △4

受取賃貸料 △9

不動産賃貸費用 5

固定資産除売却損益（△は益） △136

売上債権の増減額（△は増加） 274

棚卸資産の増減額（△は増加） △3

前払費用の増減額（△は増加） △39

未収・未払消費税等の増減額 249

仕入債務の増減額（△は減少） △19

契約負債の増減額（△は減少） 114

未払金の増減額（△は減少） △126

未払費用の増減額（△は減少） △22

預り金の増減額（△は減少） △60

その他流動資産の増減額（△は増加） △0

小計 1,404

利息の受取額 4

法人税等の支払額 △368

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,040

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △23

有形固定資産の売却による収入 269

有形固定資産の除却による支出 △6

預り敷金の受入による収入 40

投資不動産の賃貸による収入 10

その他 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー 284

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △402

財務活動によるキャッシュ・フロー △402

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 921

現金及び現金同等物の期首残高 10,710

現金及び現金同等物の中間期末残高 11,632

（３）中間キャッシュ・フロー計算書
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（４）中間財務諸表に関する注記事項

（中間財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

当社は、ソフトウェア事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。
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